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議案第２号 

 

 

   平成３１年度武蔵村山市一般会計予算 

 

 平成３１年度武蔵村山市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 27,758,334 千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳

出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により

債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２

表債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地

方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３

表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入

れの最高額は、1,500,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

   各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を

除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 

 

  平成３１年２月２７日提出 

 

 

              東京都武蔵村山市長  藤 野  勝 



第1表　歳入歳出予算

歳　入

千円

款 項 金　　　　額

-  6 -

1 市税 10,248,482

1 市民税 4,216,169

2 固定資産税 4,562,609

3 軽自動車税 146,281

4 市たばこ税 444,293

5 都市計画税 879,129

6 入湯税 1

2 地方譲与税 121,103

1 地方揮発油譲与税 34,502

2 自動車重量譲与税 86,601

3 利子割交付金 12,625

1 利子割交付金 12,625

4 配当割交付金 64,314

1 配当割交付金 64,314

5 株式等譲渡所得割交付金 41,155

1 株式等譲渡所得割交付金 41,155

6 地方消費税交付金 1,214,327

1 地方消費税交付金 1,214,327

7 自動車取得税交付金 47,217

1 自動車取得税交付金 47,217

8 国有提供施設等所在市町村助成交付金 459,194

1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 459,194

9 地方特例交付金 77,709

1 地方特例交付金 77,709

10 地方交付税 2,067,261

1 地方交付税 2,067,261

11 交通安全対策特別交付金 10,123

1 交通安全対策特別交付金 10,123

12 分担金及び負担金 246,078

1 負担金 246,078

13 使用料及び手数料 248,454

1 使用料 111,521

2 手数料 136,933



歳　入

千円

款 項 金　　　　額
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14 国庫支出金 5,578,462

1 国庫負担金 4,995,804

2 国庫補助金 561,072

3 委託金 21,586

15 都支出金 4,463,625

1 都負担金 1,769,065

2 都補助金 2,504,367

3 委託金 190,193

16 財産収入 15,494

1 財産運用収入 14,972

2 財産売払収入 522

17 寄附金 6,916

1 寄附金 6,916

18 繰入金 1,008,262

1 特別会計繰入金 3

2 基金繰入金 1,008,259

19 繰越金 500,000

1 繰越金 500,000

20 諸収入 266,461

1 延滞金加算金及び過料 27,001

2 市預金利子 1

3 貸付金元金収入 65,412

4 受託事業収入 6,372

5 雑入 167,675

21 市債 1,061,072

1 市債 1,061,072

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 27,758,334



歳　　出

千円

款 項 金　　　　額
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1 議会費 273,143

1 議会費 273,143

2 総務費 2,717,896

1 総務管理費 2,071,267

2 徴税費 327,253

3 戸籍住民基本台帳費 177,358

4 選挙費 108,720

5 統計調査費 12,828

6 監査委員費 20,470

3 民生費 15,072,416

1 社会福祉費 5,968,649

2 児童福祉費 5,976,306

3 生活保護費 3,127,459

4 災害救助費 2

4 衛生費 2,085,278

1 保健衛生費 806,206

2 清掃費 1,279,072

5 農業費 38,496

1 農業費 38,496

6 商工費 216,760

1 商工費 216,760

7 土木費 2,015,193

1 土木管理費 243,186

2 道路橋りょう費 382,557

3 河川費 67,647

4 都市計画費 1,308,522

5 住宅費 13,281

8 消防費 1,062,452

1 消防費 1,062,452

9 教育費 2,993,655

1 教育総務費 681,556

2 小学校費 391,491

3 中学校費 502,750



歳　　出

千円

款 項 金　　　　額

-  9 -

4 幼稚園費 249,331

5 社会教育費 507,622

6 保健体育費 660,905

10 公債費 1,263,045

1 公債費 1,263,045

11 予備費 20,000

1 予備費 20,000

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 27,758,334



事　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

千円

平成32年度から

平成33年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成33年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成36年度まで

小・中学校教育用電子計算機器等借上 296,555

小・中学校校務支援システム使用料 34,843

257,650

29,790

62,880

平成32年度

平成32年度

22,087

3,970

3,307

住民基本台帳ネットワークシステム関連
電子計算機器等借上

第五次地域福祉計画策定支援業務委託

第五次障害者計画･第六期障害福祉計画・第二期
障害児福祉計画策定支援業務委託

1,076

57,910

22,072

51,414

179,185

第２表　債務負担行為

平成32年度

平成32年度

平成32年度

市勢要覧（記念誌）作成委託

施設保全計画等策定支援業務委託

東京２０２０オリンピック・パラリンピック
競技大会観戦事業委託

情報化推進関連電子計算機器等借上

住民情報関連電子計算機器等借上

2,200

24,368

2,434

59,062

74,480

生活保護システムサーバ機器等借上

保健事業システム等借上

廃棄物資源分別事業委託

クラウドサービス利用料

保健福祉総合システムサーバ機器等借上

保健福祉総合システムクライアント機器等借上

保健福祉総合システム使用料

市民総合センター空調設備借上

－ 10 －



限度額
千円

短縮し、若しくは繰上

 償還又は低利債に借り

 後の利率とする。

計 1,061,072

913,972

主要市道第1２号線整備事業 42,900

公 園 整 備 事 業 16,900

主要市道第1４号線整備事業

第３表　地方債

起債の目的 起債の方法 利　　率 償還の方法

13,100庁 舎 施 設 整 備 事 業

 借入の日から据置期間

 を含み２５年以内に償

 る。ただし、利率

 び地方公共団体金

 ４．０％以内とす

 見直し方式で借り

第三小学校施設整備事業 6,400

臨 時 財 政 対 策 債

又は

証 書 借 入

防 火 水 槽 整 備 事 業

54,700

 ては、当該見直し

 融機構資金につい

 還する。ただし、財政

 その他の都合により据

 入れる政府資金及

 換えることができる。

 置期間及び償還期限を

13,100
 て、利率の見直し

 を行った後におい

証 券 発 行

－　11　－
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Ⅰ  歳入歳出予算事項別明細書 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１　特別職

(    )

年間支給率

(4.60)

(4.65)

49,289

(    )

12,609

職員数

61,898

0

686,061

27,408

712,850 27,408

報 酬 給 料 計

（千円） （千円） （月分） （千円） （千円）

期末手当

備 考合 計

給 与 費

（千円） 共 済 費

（千円）

26,789 0 27,063 7,613 34,676

26,789 26,789 9,089 35,878

0 0 △ 1,373

274
274 △ 103 171

(0.10)

(0.00)

(    )

0

12,335

49,289

27,408 775,093 100,328 875,42161,624

580,065

105,996 155,285

(4.50)

274

580,065 44,851 624,916

△ 1,373

(4.65)
40,501 195,786

3 27,408 40,017

105,99620

その他の
特別職

議　員

660,794

155,285

802,156 107,941

39,128 194,413

（人）

1,399

1,422

3

14,873 54,890

910,097

39,743 14,976 54,719

長　等

計

その他の
特別職

議　員

長　等

計

その他の
特別職

議　員

長　等

計

1,289

0

0

133

比　較

前年度

Ⅱ　給与費明細書

　　区　　分　　

本年度

133

606,854 606,854 53,940

20

1,266

　　－ 462 －



２　一般職

（１）総括

（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

備 考

比　較 △ 430 △ 186 5,508 △ 225

等の内訳
前年度 1,548 20,556 617,480 15,750

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 1,118 20,370 622,988 15,525

△ 276 2 △ 1,980 10,202

区 分
特殊勤務手当 通勤手当 期末・勤勉手当 児童手当

44,769 5,940 119,853

28,956 44,767 7,920 109,651

時間外勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

等の内訳
職員手当

本年度

(千円)

2,790

地域手当

144,891

142,101

36,240 31,736 67,976

区 分

比　較

前年度

扶養手当 管理職手当 住居手当

28,680

3,149,035

1,334,182 988,729 2,322,911 758,148 3,081,059

給 与 費

1,355,017 1,004,134 2,359,151 789,884

計 共 済 費 合 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(16)

0

(0)

報 酬 給 料 職員手当等

20,835 15,405

区　分

比　較

前年度

本年度

職員数

（人）

351

(16)

351
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

増減額

（千円）

給　　料 20,835 418

職員数の異動の状況

2,020 現に在

職する

7,642 職員数

定数減等による減分 本年度 351人 0人 351人

△ 22,905 前年度 346人 5人 351人

その他　　　　　 比　較 5人 △5人 0人

12,922

職員手当等 15,405 13,050 伴う増分 13,050

2,355

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

高校卒 132,900

平均昇給率　　　　　1.86％

区 分

20,738

総合職      185,200

一般職      180,700

323,825

381,852

314,273

315,080

43.03

備　　　　　　　考

その他の増減分

説　　　　　明

昇給に伴う増加分

計異動に伴う増分

390,910

52.00

国の制度

148,600

一般行政職 技能労務職

 行政職（一）（円）

384,442

53.00

146,000

43.06

323,906

行政職（二）（円）

381,193

平 均 年 齢 （ 歳 ）

技能労務職(円)

大学卒

区　分

183,700

145,600

一般行政職(円)

△ 321

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

区　　　　　　　　　　分

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）平成30年1月1日現在

平成31年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

区　　分
（千円）

増減事由別内訳

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

給与改定の状況
　　　　　改定率　　0.04％
　　　　　実施時期　　 4月

昇給のための留保額の増分

給与改定に伴う増減分

期末・勤勉手当改正に

その他
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) )

) )

) ) ) )

) )

) )

) ) ) )
（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

　エ　昇給

( 100.0

12.5

13228

11

16

227

283

( 3
16

12.5

( 100.0
100.0

( 100.0

87.5

87.514

14

( 3
2

( 3

( 13

12

( 100.0
100.0

( 100.0
22.1

25.6

11.7

4.3

33

5.3

20

( 13
58

82

( 13
281

290

285

351

16281351

68.8

11152
3

74

31.0

( 100.0

7.2

29.5

26.6

11.1

　ウ　級別職員数

平成31年
1月1日現在

区 分
一般行政職

６級

５級

62

87

72

80.2
14
56

2

計
( 100.0

100.0

７級 ６級 ５級 ４級

計

81.2
16
72

192
3

３級 ２級

一般行政職 部長 課長 係長 主任

高度の知識又
は経験を必要
とする業務を
行う主事、技
師

主事、技師

区 分

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種
一般行政職 技能労務職

本

年

度

職員数　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
　　　　　（Ｂ）（人）

号給数別内訳

1号給（人）

2号給（人）

3号給（人）

2

4号給（人）

5号給（人）

6号給（人）

比率(Ｂ)／(Ａ) (％)

前

年

度

職員数　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
　　　　　（Ｂ）（人）

号給数別内訳

2号給（人）

5号給（人）

6号給（人）

4
3

4号給（人） 13216

７級 ２級

平成30年
1月1日現在

比率(Ｂ)／(Ａ) (％)

3号給（人）

1号給（人）

６級

３級

２級

技能労務職
級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

１級

2
3

2
5

3

２級

81.381.182.6

276

３級

２級

4

７級

４級

５級

計

１級

計

2
31

13

15

4.7

16
( 3

100.0
( 100.0

４級

20.9

( 13
278
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　オ　期末手当・勤勉手当

６月(月分) 12月(月分)

2.300 2.300 4.60

(1.200) (1.200) (2.40)

2.175 2.325 4.50

(1.100) (1.250) (2.35)

2.225 2.225 4.45

(1.175) (1.175) (2.35)

　（ ）は、再任用職員に係る支給割合

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の 最 高 限 度

者（月分） 者（月分） 者（月分）  （月分）

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

一般行政職 技能労務職

0.05 0.00

　ケ　その他の手当

区　　分

 配偶者＝市 6,000円（課長職 3,000円）、国 6,500円

 22歳以下の子＝市 9,000円、国 10,000円

 その他＝市 6,000円（課長職 3,000円）、国 6,500円

 16歳～22歳の子加算＝市 4,000円、国 5,000円

（市は部長職以外）

 市 15,000円(家賃月額15,000円以上の賃貸住宅、当該年度末35歳未満)

 国 27,000円限度(家賃月額12,000円を超える賃貸住宅)

 交通機関利用＝市 55,000円限度、国 55,000円限度

 交通用具使用＝市 3,800円～26,500円、国 2,000円～31,600円

有

有

備　考

有

備　考

47.709

43.00

47.709

区　分

区　分

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

支給期別支給率 支給率計
（月分）

支 給 対 象 地 域

支　給　率　　（％） 10

支給対象職員数（人） 351

国の制度
(支給率等)

支給率等 23.00

24.586875

 支給対象職員の比率　　（％）

支　給　率　　（％）

全　　職　　種

0.08

4.27

3

（平成31年1月1日現在）

通勤手当 異なる

扶養手当

国の制度との異同

異なる

住居手当 異なる

 代表的な特殊勤務手当の名称 　滞納整理手当、福祉事務現業手当

5.13

定年前早期退職特例措
置(2％～20％加算)

定年前早期退職特例措
置(2％～45％加算)

代表的な職種

0.00

国の指定基準に基づく

区　　　　　　分

 給料総額に対する比率　（％）

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

その他の加算措置等

差　　異　　の　　内　　容

全　　地　　域

30.50

33.27075

43.00
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期 間 金 額
千円 千円

市勢要覧（記念誌）作成委託 2,200

庁舎中央監視装置及び自動制御機器借上 22,839 平成30年度 1,979

第五次長期総合計画策定支援業務委託 13,474

施設保全計画等策定支援業務委託 24,368

東京２０２０オリンピック・パラリンピック
競技大会観戦事業委託

2,434

情報化推進関連電子計算機器等借上 19,862
平成29年度から
平成30年度まで

5,623

情報化推進関連電子計算機器等借上 59,062

情報ネットワーク強靭化対応関連電子計算
機器等借上

67,579
平成29年度から
平成30年度まで

18,192

情報ネットワーク強靭化対応関連電子計算
機器等借上

7,120

住民情報関連電子計算機器等借上 74,480

クラウドサービス利用料 199,597
平成28年度から
平成30年度まで

123,331

クラウドサービス利用料 29,397
平成29年度から
平成30年度まで

16,242

クラウドサービス利用料 5,483 平成30年度 2,176

クラウドサービス利用料 1,076

Ⅲ 債務負担行為で翌年度以降にわたる

又は支出額の見込み及び当該年度

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額
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期 間 金 額 国 都 支 出 金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円

平成32年度 2,200 2,200

平成31年度から
平成38年度まで

15,939 15,939

平成31年度から
平成32年度まで

13,474 13,474

平成32年度から
平成33年度まで

24,368 24,368

平成32年度 2,434 2,434

平成31年度から
平成33年度まで

8,199 8,199

平成32年度から
平成36年度まで

59,062 59,062

平成31年度から
平成33年度まで

26,530 26,530

平成31年度から
平成33年度まで

7,012 7,012

平成32年度から
平成36年度まで

74,480 74,480

平成31年度から
平成32年度まで

63,084 63,084

平成31年度から
平成32年度まで

12,332 12,332

平成31年度から
平成32年度まで

3,305 3,305

平成32年度 1,076 1,076

特 定 財 源

ものについての前年度末までの支出額

以降の支出予定額等に関する調書

一 般 財 源

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳
支 出 予 定 額
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

千円 千円

保健福祉総合システムサーバ機器等借上 57,910

保健福祉総合システムクライアント機器等
借上

22,072

保健福祉総合システム使用料 51,414

財務会計システム関連電子計算機器等借上 128,679
平成29年度から
平成30年度まで

49,608

財務会計システム使用料 44,367
平成29年度から
平成30年度まで

17,885

公共施設予約システム借上 44,879
平成28年度から
平成30年度まで

17,065

公共施設予約システム借上 1,907
平成29年度から
平成30年度まで

1,024

市民総合センター運営管理業務委託 21,161

市民総合センター清掃等委託 33,950

市民総合センター設備管理業務委託 13,904

市民総合センター空調設備借上 179,185

LED防犯照明器具等借上 123,500
平成27年度から
平成30年度まで

40,607

土地・家屋評価基本調査委託 27,141

緑が丘ふれあいセンター管理運営委託 189,775

市民総合センターボランティア・市民活動
センター管理運営委託

101,585
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期 間 金 額 国 都 支 出 金 地 方 債 そ の 他
特 定 財 源

一 般 財 源

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳
支 出 予 定 額

千円 千円 千円 千円 千円

平成32年度から
平成36年度まで

57,910 57,910

平成32年度から
平成36年度まで

22,072 22,072

平成32年度から
平成36年度まで

51,414 51,414

平成31年度から
平成33年度まで

72,345 72,345

平成31年度から
平成33年度まで

26,482 26,482

平成31年度から
平成32年度まで

8,638 8,638

平成31年度から
平成32年度まで

778 778

平成31年度から
平成32年度まで

21,161 21,161

平成31年度から
平成32年度まで

33,950 33,950

平成31年度から
平成32年度まで

13,904 13,904

平成32年度から
平成36年度まで

179,185 179,185

平成31年度から
平成36年度まで

60,883 60,883

平成31年度から
平成32年度まで

27,141 27,141

平成31年度から
平成35年度まで

189,775 189,775

平成31年度から
平成35年度まで

101,585 101,585
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

千円 千円

戸籍事務システム関連電子計算機器等借上 29,170
平成28年度から
平成30年度まで

16,315

住民基本台帳ネットワークシステム関連
電子計算機器等借上

22,087

証明書等コンビニ交付システム関連電子計算
機器等借上

21,054
平成29年度から
平成30年度まで

5,577

証明書等コンビニ交付システム使用料 35,397
平成29年度から
平成30年度まで

7,776

生活困窮者就労準備支援等事業委託 13,833
平成29年度から
平成30年度まで

6,869

被保護者就労準備支援等事業委託 13,833
平成29年度から
平成30年度まで

6,869

第五次地域福祉計画策定支援業務委託 3,970

社会福祉法人恭篤会特別養護老人ホーム
施設整備に対する補助金

181,507
平成25年度から
平成30年度まで

57,318

第五次障害者計画･第六期障害福祉計画・
第二期障害児福祉計画策定支援業務委託

3,307

市民総合センター障害者地域自立生活支援
センター管理運営委託

68,072

市民総合センター身体障害者福祉センター
管理運営委託

607,663

精神障害者地域活動支援センター
管理運営委託

136,390
平成29年度から
平成30年度まで

52,150

のぞみ福祉園管理運営委託 389,785
平成28年度から
平成30年度まで

230,552

つみき保育園管理運営委託 1,130,315
平成29年度から
平成30年度まで

446,856

生活保護システムサーバ機器等借上 29,790
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期 間 金 額 国 都 支 出 金 地 方 債 そ の 他
特 定 財 源

一 般 財 源

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳
支 出 予 定 額

千円 千円 千円 千円 千円

平成31年度から
平成32年度まで

9,064 9,064

平成32年度から
平成36年度まで

22,087 22,087

平成31年度から
平成33年度まで

7,668 7,668

平成31年度から
平成33年度まで

10,854 10,854

平成31年度から
平成32年度まで

6,964 4,641 2,323

平成31年度から
平成32年度まで

6,964 4,641 2,323

平成32年度 3,970 3,970

平成31年度から
平成43年度まで

124,189 124,189

平成32年度 3,307 3,307

平成31年度から
平成35年度まで

68,072 68,072

平成31年度から
平成35年度まで

607,663 82,185 525,478

平成31年度から
平成33年度まで

84,240 38,046 3 46,191

平成31年度から
平成32年度まで

159,233 6 159,227

平成31年度から
平成33年度まで

683,459 80,952 83,754 518,753

平成32年度から
平成36年度まで

29,790 29,790
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

千円 千円

保健事業システム等借上 62,880

昭和病院企業団負担金 223,698
平成29年度から
平成30年度まで

111,435

廃棄物資源分別事業委託 257,650

武蔵村山市土地開発公社が平成９年度
において取得した公共用地等の買取り
に要する額

武蔵村山市土地開発公社が平成２５年
度において取得した公共用地等の買取
りに要する額

平成26年度から
平成30年度まで

75,064

武蔵村山市土地開発公社が平成２６年
度において取得した公共用地等の買取
りに要する額

平成30年度 5,699

武蔵村山市土地開発公社が融資を受けた事業
資金に係る金融機関に対する債務保証

武蔵村山市土地開発公社が融資を受け
た事業資金に対する借入元金及び利子

乗合タクシー運行業務委託 30,798
平成29年度から
平成30年度まで

15,293

小・中学校校務用電子計算機器等借上 92,924

小・中学校教育用電子計算機器等借上 296,555

小・中学校校務支援システム使用料 34,843

市民会館施設管理運営委託 539,296 平成30年度 108,021

市民会館施設管理運営委託 8,181

総合体育館等施設管理運営委託 417,942 平成30年度 83,464

総合体育館等施設管理運営委託 8,272

武蔵村山市土地開発公社が先行取得する公共
用地等の買取り
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期 間 金 額 国 都 支 出 金 地 方 債 そ の 他
特 定 財 源

一 般 財 源

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳
支 出 予 定 額

千円 千円 千円 千円 千円

平成32年度から
平成36年度まで

62,880 62,880

平成31年度から
平成32年度まで

111,301 111,301

平成32年度から
平成33年度まで

257,650 104,000 153,650

平成31年度から
平成32年度まで

限度額に同じ

平成31年度から
平成32年度まで

限度額に同じ

平成31年度から
平成32年度まで

限度額に同じ

平成31年度から
平成33年度まで

限度額に同じ

平成31年度から
平成32年度まで

15,505 1,600 13,905

平成31年度から
平成35年度まで

92,924 92,924

平成32年度から
平成36年度まで

296,555 296,555

平成32年度から
平成36年度まで

34,843 34,843

平成31年度から
平成34年度まで

431,275 431,275

平成31年度から
平成34年度まで

8,181 8,181

平成31年度から
平成34年度まで

334,478 334,478

平成31年度から
平成34年度まで

8,272 8,272

限度額に同じ

限度額に同じ

限度額に同じ

限度額に同じ
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区                分 当 該 年 度 中 当該年度中元金

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額
千円 千円 千円 千円 千円

3,235,288 3,143,678 147,100 350,482 2,940,296

　 1 総 務 143,722 135,409 13,100 9,489 139,020

2 民 生 71,295 58,529 12,926 45,603

3 衛 生 218,059 147,575 70,600 76,975

4 商 工 172,300 172,300 172,300

5 土 木 1,427,901 1,338,023 114,500 145,751 1,306,772

6 消 防 65,458 60,425 13,100 8,358 65,167

7 教 育 1,136,553 1,231,417 6,400 103,358 1,134,459

2 11,333,997 11,661,641 913,972 821,854 11,753,759

1
住 民 税 等 減
税 補 填 債

301,811 233,505 55,135 178,370

2
臨 時 税 収
補 填 債

3
臨 時 財 政
対 策 債

11,013,686 11,428,136 913,972 766,719 11,575,389

4 減 収 補 填 債 18,500

合　　　　　　計 14,569,285 14,805,319 1,061,072 1,172,336 14,694,055

Ⅳ 地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当 該 年 度 末
現在高見込額

1 普 通 債

そ の 他

当該年度中増減見込み
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額
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